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株式会社DSCの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成21年１月７日開催の取締役会において、株式会社DSC（本社：東京都渋谷区、代表

取締役：児嶋勝、以下「DSC」）の株式を取得し、平成21年１月９日をもって、子会社化することを

決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．株式の取得の理由 

当社は、主力サービスである SEO*1 やリスティング広告に加え、アフィリエイト広告、アクセス

解析、Web サイト制作の受託等の顧客ニーズに即したサービスを取り揃え、企業の Web プロモーシ

ョン活動を総合的に支援できるよう努めております。 

一方、DSC は、主に弁護士事務所及び司法書士事務所に対して、総合的なマーケティング支援や

開業支援のサービスを提供しております。特に弁護士事務所においては、平成12年に広告の出稿が

解禁となったことを受け、DSC はこの特殊な業界に特化した事業展開を図ったことにより、業界に

おけるノウハウを多数蓄積し、今ではパイオニア的な地位を築いております。 

また、当社はDSCに対して、平成20年１月に出資を行い、現在、両社は資本面及び業務面におい

て良好な関係を構築しております。DSC が Web 上のマーケティング支援サービスを提供するにあた

り、当社のSEO及びリスティング広告を利用しております。 

今回の子会社化により、両社の関係性をより強固なものにすることで、SEO およびリスティング

広告の主力事業を更に強化し、事業拡大を図る考えです。当社にとっては、通常の営業活動では獲

得し難い弁護士事務所や司法書士事務所などの特殊な業界に顧客層を拡大でき、DSC にとっては、

当社の Web プロモーション支援の様々なサービスを自社の商品ラインナップに明確に加え販売でき

るという両社それぞれのメリットがあります。 

今後も、当社の強みであるWebマーケティング力を軸に、積極的な事業展開に努めてまいります。 

 

*１ SEO(Search Engine Optimization)：検索エンジン最適化。顧客のWebサイトが検索エンジンからの評価を

高められるようにサイトやリンク構造を最適化する技術。 

 

 

 



 

２．異動する子会社（株式会社DSC）の概要 

(１) 商 号：株式会社DSC 

(２) 代 表 者：児嶋 勝 

(３) 所 在 地：東京都渋谷区渋谷二丁目12番 11号 
(４) 設 立 年 月 日：平成16年４月５日 

(５) 主 な 事 業 の 内 容：広告宣伝事業 

(６) 決 算 期：１月末日 

(７) 従 業 員 数：９名（平成20年 12月末現在）  

(８) 主 な 事 業 所：本社 

(９) 資 本 金：5,000万円 

(10) 発 行 済 株 式 総 数：700株 

(11) 大株主構成および所有割合：600株（85.7％）代表者及びその親族 

       100株（14.3％）当社 

(12) 最近事業年度における業績の動向 

（単位：千円） 平成19年１月期 平成20年１月期 

売上高 372,163 369,392

売上総利益 148,357 153,000

営業利益 7,355 14,312

経常利益 1,149 994

当期利益 723 617

総資産 78,470 187,715

純資産 34,300 34,918

 

３．株式の取得先 

(１) 内      容：第三者割当増資による新株の引受 

(２) 当 社 と の 関 係：資本関係 当社はDSCの普通株式100株を保有しております。 

 取引関係 DSCは当社のサービスを利用し、また代理販売も 

行っております。 

 

４．取得株式数、取得前後の所有株式の状況 

(１) 異 動 前 の 所 有 株 式 数： 100株（所有割合：14.3％） 

(２) 取 得 株 式 数：  550株（取得価額：110百万円) 

(３) 異 動 後 の 所 有 株 式 数：  650株（所有割合：52.0％） 

  

５．日程 

平成21年１月７日     取締役会決議 

平成21年１月９日（予定） 第三者割当増資引受 

 

６．今後の見通し 

○子会社化後の連結業績見通し 

本件子会社化に関する影響については、軽微となる見込みであります。 
以  上 


